
(単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

【様式第１号】

一般会計等 貸借対照表
(令和04年3月31日現在）

科目 金額 科目 金額

3,615,928,124 -
1,478,256,606 42,008,500

- -

40,564,528,284 32,945,913,661
3,615,928,124 -

- -
- -
- -

3,495,847,020 32,903,905,161
△ 1,358,175,502 2,972,949

- -

- -
- 負債合計 32,948,886,610
-

- -
- 2,972,949
- -

-
-
-

- 40,564,528,284
- △ 31,802,484,536
-

-
-
-

-
-
-

36,948,600,160
-
-

-
-
-

36,948,600,160
-

36,948,600,160
-

-
-
-
-
-

-
-
-

-
1,146,402,074
1,146,402,074

-

- 純資産合計 8,762,043,748

資産合計 41,710,930,358 負債及び純資産合計 41,710,930,358

-
-
-



(単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

8,923,847

【様式第２号】

一般会計等　行政コスト計算書
自  令和03年4月1日
至  令和04年3月31日

科目 金額

6,928,852,530

216,972,051

63,651,295

47,758,936

2,972,949

499,713,698

3,995,563

153,320,756

65,244,196

2,141,546

85,935,014

-

-

-

-

-

6,711,880,479

-

-

-

6,212,166,781

525,490,868

130,087,164

395,403,704

6,403,361,662

-

-

-

-

-

11,629,347

-

11,629,347

6,391,732,315



(単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 38,891,982,036 △ 31,526,239,135

純行政コスト（△） △ 6,391,732,315

財源 7,788,033,162

税収等 7,788,033,162

国県等補助金 -

本年度差額 1,396,300,847

固定資産等の変動（内部変動） 1,672,546,248 △ 1,672,546,248

有形固定資産等の増加 - -

有形固定資産等の減少 △ 85,935,014 85,935,014

貸付金・基金等の増加 1,771,800,262 △ 1,771,800,262

貸付金・基金等の減少 △ 13,319,000 13,319,000

資産評価差額 -

無償所管換等 -

その他 - -

本年度純資産変動額 1,672,546,248 △ 276,245,401

本年度末純資産残高 40,564,528,284 △ 31,802,484,536

1,396,300,847

【様式第３号】

一般会計等　純資産変動計算書
自  令和03年4月1日

至  令和04年3月31日

科目 合計

7,365,742,901

△ 6,391,732,315

7,788,033,162

7,788,033,162

-

-

-

-

1,396,300,847

8,762,043,748



（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

-

【様式第４号】

一般会計等　資金収支計算書
自  令和03年4月1日

至  令和04年3月31日

科目 金額

6,834,302,883
122,422,404
55,036,662
67,385,742

-

-
6,711,880,479

499,713,698
-
-

6,212,166,781
8,313,524,030
7,788,033,162

-
130,087,164
395,403,704

13,319,000

-
-
-

1,479,221,147

1,771,800,262
-

1,771,800,262
-
-
-

-

-
13,319,000

-
-
-

△ 1,758,481,262

-
-
-
-

1,146,402,074

-
-

本年度資金収支額 △ 279,260,115
前年度末資金残高 1,425,662,189
本年度末資金残高 1,146,402,074

-
-
-



【様式第５号】

附属明細書（一般会計等）
１．貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
(D)－（E)

(G)

 事業用資産 4,974,103,626 0 0 4,974,103,626 1,358,175,502

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)

85,935,014 3,615,928,124

1,478,256,606

　　立木竹 0 0

　　土地 1,478,256,606 1,478,256,606

2,137,671,518

　　工作物 0 0

　　建物 3,495,847,020 3,495,847,020 1,358,175,502 85,935,014

0

　　浮標等 0 0

　　船舶 0

0

　　その他 0 0

　　航空機 0

0

 インフラ資産 0 0 0 0 0 0 0

　　建設仮勘定 0

0

　　建物 0 0

　　土地 0

0

　　その他 0 0

　　工作物 0

消防 総務

0

 物品 0 0

　　建設仮勘定 0

合計

合計 4,974,103,626 0 0 4,974,103,626 1,358,175,502 85,935,014

3,615,928,124 事業用資産 0 0 0 0 0 0 3,615,928,124

3,615,928,124

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興

　　土地 1,478,256,606 1,478,256,606

0

　　建物 2,137,671,518 2,137,671,518

　　立木竹

0

　　船舶 0

　　工作物

0

　　航空機 0

　　浮標等

0

　　建設仮勘定 0

　　その他

0

　　土地 0

 インフラ資産 0 0 0 0 0 0 0

0

　　工作物 0

　　建物

0

　　建設仮勘定 0

　　その他

3,615,928,124

0

 合計 0 0 0 0 0

 物品

0 3,615,928,124



③投資及び出資金の明細
市場価格のあるもの （単位：円）

銘柄名 株数・口数など
（A）

時価単価
（B）

(単位：円)

貸借対照表計上額
（A）×（B)

（C)

取得単価
（D)

(単位：円)

取得原価
（A）×（D)

（E)

評価差額
（C）－（E)

（F)

（参考）財産に関する
調書記載額

なし

合計

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)

投資損失引当金
計上額

（H)

（参考）財産に関する
調書記載額

なし

合計

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：円）

相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)
強制評価減

（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関する
調書記載額

なし

合計 0



④基金の明細 （単位：円）

退職手当基金 3,109,674,490 32,600,000,000 0 0 35,709,674,490 35,709,674,490

消防団員等公務災害補償等基金 55,797,181 200,000,000 0 0 255,797,181 255,797,181

消防賞じゅつ金基金 237,885,433 0 0 0 237,885,433 237,885,433

非常勤職員公務災害補償基金 101,848,833 0 0 0 101,848,833 101,848,833

交通災害共済基金 64,620,553 300,000,000 0 0 364,620,553 364,620,553

自治会館管理基金 278,773,670 0 0 0 278,773,670 278,773,670

合計 3,848,600,160 33,100,000,000 0 0 36,948,600,160 36,948,600,160

(参考)財産に関する
調書記載額

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)



⑤貸付金の明細 （単位：円）

貸借対照表計上額
徴収不能引当金

計上額
貸借対照表計上額

徴収不能引当金
計上額

地方公営事業

　なし

一部事務組合・広域連合

　なし

地方独立行政法人

　なし

地方三公社

　なし

第三セクター等

　なし

その他の貸付金

　なし

合計 0 0 0 0 0

相手先名または種別

長期貸付金 短期貸付金
（参考）

貸付金計



⑥長期延滞債権の明細 （単位：円） ⑦未収金の明細 （単位：円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額 相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】 【貸付金】

　なし 　なし

小計 0 0 小計 0 0

【未収金】 【未収金】

税等未収金 税等未収金

　なし 　なし

その他の未収金 その他の未収金

　なし 　なし

小計 0 0 小計 0 0

合計 0 0 合計 0 0



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

なし 0 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団

体
金融機構

市中銀行
その他の
金融機関



②地方債（利率別）の明細 （単位：円）

0

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：円）

0

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：円）

-

※特定の契約条項とは、特定の条件に合致した場合に、支払金利が上昇する場合等をいいます。

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）

加重平均
利率

４年超
５年以内

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下
3.0％超

3.5％以下

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内

-

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

20年超
３年超

４年以内



⑤引当金の明細 （単位：円）

目的使用 その他

徴収不能引当金（固定資産） 0 0 0 0 0

徴収不能引当金（流動資産） 0 0 0 0 0

投資損失引当金 0 0 0 0 0

退職手当引当金 44,714,000 8,923,847 11,629,347 0 42,008,500

損失補償等引当金 0 0 0 0 0

賞与等引当金 3,282,163 2,972,949 3,282,163 0 2,972,949

合計 47,996,163 11,896,796 14,911,510 0 44,981,449

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称

なし

計

消防基金掛金

令和3年度職員費負担金

全国退職手当組合協議会負担金

団体生命共済

非常勤公務災害事務負担金

計

関係団体

484,110,736

15,420,362

関係団体 100,000 事務費の負担

相手先 金額

関係団体

499,713,698

499,713,698

（単位：円）

区分

合計

支出目的

その他の補助金等

他団体への公共施設等整備
補助金等(所有外資産分) 0

災害・退職共済契約による掛金

人件費相当額の負担

関係団体 45,000 事務費の負担

関係団体 37,600 事務費の負担



（１）財源の明細 （単位：円）

会計 区分 財源の内容 金額
7,296,931,806

491,101,356
7,788,033,162

国庫支出金 0
県支出金 0

計 0
国庫支出金 0
県支出金 0

計 0
0

7,788,033,162
7,788,033,162

0
合計

税収等
国県等補助金

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等
小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計
合計

分担金及び負担金
交付金



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 6,391,732,315 0 0 6,293,900,505 97,831,810

有形固定資産等の増加 0 0 0 0 0

貸付金・基金等の増加 1,771,800,262 0 0 1,771,800,262 0

その他 0 0 0 0 0

合計 8,163,532,577 0 0 8,065,700,767 97,831,810

（２）財源情報の明細 （単位：円）

区分 金額

内訳



（１）資金の明細 （単位：円）

種類 本年度末残高

【一般会計】

現金（手許現金と要求払預金） 1,146,402,074

合計 1,146,402,074

４．資金収支計算書の内容に関する明細
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一般会計等財務書類における注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  ① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

  該当はありません。 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

  該当はありません。 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  該当はありません。 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物       15～50年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・定額法 

該当はありません。 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース 

該当はありません。 



2 
 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 投資損失引当金 

   該当はありません。 

② 徴収不能引当金 

   該当はありません。 

③ 退職手当引当金 

   退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当とし

て支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち熊本県市町

村総合事務組合へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

④ 損失補償等引当金 

   該当はありません。 

⑤ 賞与等引当金 

   翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込

額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（６）リース取引の処理方法 

  該当はありません。 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

  現金（手許現金及び要求払預金） 

なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

  ① 物品及びソフトウェアの計上基準 

該当はありません。 

  ② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、または固定資

産の取得価額等の概ね10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。 
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２ 重要な会計方針の変更等 

（１）会計方針の変更 

  会計方針の変更はありません。 

 

（２）表示方法の変更 

  表示方法の変更はありません。 

 

（３）資金収支計算書における資金の範囲の変更 

  資金収支計算書における資金の範囲の変更はありません。 

 

 

３ 重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

  主要な業務の改廃はありません。 

 

（２）組織・機構の大幅な変更 

  組織・機構の大幅な変更はありません。 

 

 

４ 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

  保証債務及び損失補償債務負担はありません。 

 

（２）係争中の訴訟等 

  係争中の訴訟等はありません。 
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５ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

  ① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

    一般会計 

  ② 一般会計等財務書類の対象範囲は普通会計の対象範囲と同様です。 

  ③ 地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

  ④ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

  ⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額はありません。 

  ⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額   継続費逓次繰越   0千円 

                      繰越明許費     0千円 

                      事故繰越      0千円 

  ⑦ 過年度修正等に関する事項 

  該当する事項はありません。 

 

（２）貸借対照表に係る事項 

  ① 減価償却累計額 

    事業用資産                 1,358,176千円 

       建物                 1,358,176千円 

 

（３）行政コスト計算書に係る事項 

  該当する事項はありません。 
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（４）純資産変動計算書に係る事項 

  純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

   ① 固定資産等形成分 

   固定資産の額を計上しています。 

   ② 余剰分（不足分） 

   純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（５）資金収支計算書に係る事項 

  ① 基礎的財政収支   1,743,929千円 

  ② 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 8,331,843千円 7,185,441千円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違

に伴う差額 
- - 

繰越金に伴う差額 △5,000千円 - 

決算剰余金の基金への積立 - 1,420,662千円 

資金収支計算書 8,326,843千円 8,606,103千円 

 

   歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しないため、その

分だけ相違します。 

 

  ③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額の内訳 

    資金収支計算書 

     業務活動収支                 1,479,221千円 

     投資活動収入の国県等補助金収入            0千円 

     未収債権、未払債務等の増加（減少）       △6,812千円 

     減価償却費                   △85,935千円 

     賞与等引当金繰入額               △2,973千円 

     退職手当引当金繰入額              △8,924千円 

     徴収不能引当金繰入額                 0千円 

     資産除売却益（損）                  0千円 

 

    純資産変動計算書の本年度差額          1,396,301千円 

 

  ④ 一時借入金 

   資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

   なお、一時借入金はありません。 

  ⑤重要な非資金取引 

   重要な非資金取引はありません。 


